（別紙）総務省への要求書
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「地方公務員制度改革について(素案）」に対する要求書
　平素からの地方自治の確立、地方公務員の賃金・労働条件改善に向けたご努力に敬意を表します。
　５月11日、総務省は、「地方公務員制度改革について(素案）」を民主党公務員制度改革・総人件費改革ＰＴ役員会に提示されました。その中で、消防職員について、一般職員と同様、団結権及び協約締結権を付与することとした点は、ILO条約による国際基準を満たす制度改正という面から評価できるところです。
　一方、地方公務員の労使関係制度については、公務員連絡会地方公務員部会として、昨年６月16日と本年１月19日に意見書を提出したところですが、今回の素案については、これら私どもの意見が十分に反映されたとは言えない点が多くあり、改めて下記の通り要求します。貴職におかれましては、これら要求事項の実現に向け、公務員連絡会地方公務員部会との十分な交渉・協議、合意に基づき、早期に法案提出を行うよう強く求めます。
記
１．民間賃金実態調査のあり方（比較企業規模等）や制度・水準の大枠等を協議するための、地方公務員の公労使によって構成する「中央協議」の場を常設すること。
２．法律の施行時期は、一般職員、及び消防職員とも国家公務員の労使関係制度改革と同一の施行日にすること。
３．国家公務員法等の一部を改正する法律案附則第31条に準じて、条例事項と規則事項のあり方について検討を行うこととすること。また、国家公務員の労働関係に関する法律案附則第11条に準じて、争議権についての検討を行うこととすること。 
４．人事行政に関する新たな第三者機関の名称は、現行の人事委員会とは権限等が異なること、とくに人事の公正を確保することが設置の目的とされていること、勤務条件にかかわる勧告は行わないことを踏まえ、「人事公正委員会」とすること。
５．今回の改革が、団体交渉を通じて自律的に勤務条件を決定し得る仕組みに変革し、主体的に人事・給与制度の改革に取り組むことができる仕組みとすることを目的としていることを踏まえ、第三者機関が行う民間給与等の一般への公表については、労使交渉妥結後とすること。
６．労働委員の選出主体につき、民間でも、実質的には個別の労働組合が推薦するのではなくナショナルセンターが推薦していることを踏まえ、認証労働組合の連合体もまた労働委員を推薦できることとすること。
７．「労使協議制」と「苦情処理制度」について、国家公務員が「労使交渉の結果、設けることは可能、団体交渉の範囲の『その他の労働組合と当局との間の労使関係に関する事項』の対象に該当する」としていることに準じて取り扱うこと。
８．今回の改革により、首長の使用者としての責任は現在よりも明確なものとなるなかで、使用者として決定・執行する労働条件について首長がその監督者としての地位も兼ねることについては、現在よりもさらに問題が大きくなることから、労働基準監督機関の職権は、公営企業職員等と同様、労働基準監督署または船員労務官が行うこととすること。
９．「等級別基準職務表」については、国家公務員の場合は現在人事院規則で定めており、改革後は政令で定めることとされていること、現在、多くの自治体において条例ではなく規則で定めていること、自治体は規模や組織構造、職制が多様であり一律に条例で規定することは不合理な自治体間比較につながりかねないことを踏まえ、給与に関する条例に定めるというような規定をしないこと。同様の趣旨から、等級別に職名ごとの職員数を公表するというような規定をしないこと。
10．自治体現業職員（いわゆる「単純な労務に雇用される者」）に関わる特例（地公法57条、地公企労法附則５項）のあり方について、引き続き問題意識をもって公務員連絡会地公部会と協議すること。
11．教育公務員関係に関わっては、文部科学省が所管となることから、法案検討にあたっては同省との十分な連携・協議を行うこと。
以　上
